予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名　地震防災フォーラム開催事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

知事直轄・危機管理　防災課　防災企画係　電話番号：058-272-1111（内2746）

　　　　　　　E-mail：c11115@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　        　　　　762千円（前年度予算額：762千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	762
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	762

	要求額
	762
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	762

	1月29日時点
査定額
	762
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	762

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
　東日本大震災は、広域にわたり甚大な被害をもたらした。県でも近い将来、東日本大震災をもたらした地震と同様の海溝型地震である東海地震、東南海地震などの発生が懸念されている（東海地震の30年間の発生確率88％）。また、県には多くの活断層があり、活断層が活動することによって起こる内陸型地震は、今後いつ発生してもおかしくない状況にあるといわれている。
　しかし、平成23年度の県政世論調査では、災害時の備えをしている人は全体の60.2％であり、県民の防災への意識は必ずしも高いとはいえない状況にある。

　また、平成23年度の県震災対策検証委員会の報告書においても継続的な防災意識啓発・災害伝承など意識啓発の重要性が提言されていることから、引き続き大型地震に備えて地震防災の意識を高め、県民一人ひとりに自助、共助の取組みをしていただくためのフォーラム（講演、パネルディスカッション等）を実施する。

　平成26年度は、県の地震被害想定調査により多大な被害が想定される阿寺断層帯地震にとても影響が大きいとされる飛騨圏域で実施し、その調査結果等を県民に広く周知するとともに、県が推進している「命を守る岐阜県民運動」の一環として、防災意識の高揚を図る。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	250
	講師謝金

	旅費
	76
	講師費用弁償、職員業務旅費

	需用費
	299
	資料印刷代　等

	役務費
	20
	通信運搬費

	その他
	117
	会場使用料　等

	合計
	762
	


	　１月２９日時点の査定額の考え方　




	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
1891年（明治24年）に発生した濃尾大震災の教訓を後世に残すため、10月28日を「岐阜県地震防災の日」としており、地震防災啓発（特に活断層による内陸直下型地震）を目的としたフォーラムを開催する。　


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	地震防災フォーラム参加者数
	（H　）
	500名
（H20）
	320名
（H24）
	400名
（H25）
	400名
（H26）
	100％



（平成25年度の取組）
	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
開催日時：平成25年10月27日
開催場所：大垣市情報工房　　　参加者数：400名
基調講演：テーマ「歴史と現代を対比し巨大地震を克災する」
（講　師）名古屋大学減災連携研究センター長
パネルディスカッション：「迫りくる巨大地震への対応」
（コーディネータ）　人と防災未来センター主任研究員
（パネリスト）　　　名古屋大学減災連携研究センター長
　　　　　　　　　  NHK名古屋放送局気象キャスター
　　　　　　　　　　防災士　　　　　　　　　　
　その他：「命を守る岐阜県民運動」、NHK防災かるた等のパネル展示


（平成25年度の成果）

	・平成25年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
南海トラフ巨大地震の被害想定が公表されたことから、迫りくる巨大地震への備えなど、防災意識の高揚を図るため、県が推進している「災害から命を守る岐阜県民運動」の一環として、大垣市においてフォーラム（講演、パネルディスカッション等）を実施し、継続的な防災意識啓発及び重要性を説くことができた。災害伝承など意識啓発の重要性）及び国の地震調査委員会から阿寺断層帯の地震発生確率が高まったことを受けて、飛騨圏域にてフォーラム（講演、パネルディスカッション等）を実施し、継続的な防災意識啓発及び重要性を説くことができた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○

	岐阜県地震防災の日（10月28日）付近に開催する、地震防災フォーラムは、県民への継続的な地震防災意識の高揚を図る手段として必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	参加者アンケートにて、基調講演内容、パネルディスカッション内容とも高い評価を得ている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○

	地震防災フォーラムは、「災害から命を守る岐阜県民運動」の一環として、活断層による内陸直下型地震に対する地震防災啓発事業として、基本的に毎年圏域ごとに開催しており、各地域の地震環境に沿った内容としている。


（今後の課題）
	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
県民への地震防災啓発活動手段としてフォーラムの果たす目的を明確にし、開催日時、プログラム内容等について工夫を図る必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
平成26年度は、南海トラフ巨大地震、活断層による内陸直下型地震に対し、いかに備えるか、広く県民に周知するとともに、県が推進している「災害から命を守る岐阜県民運動」の一環として、地域防災力の向上、防災意識の高揚を図る。


